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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結
累計期間

第53期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 10,501,834 9,849,888 15,128,910

経常利益 （千円） 339,899 36,655 508,200

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 250,765 △163,850 442,020

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 264,642 △136,811 429,663

純資産額 （千円） 3,557,716 3,526,674 3,722,519

総資産額 （千円） 13,456,436 12,991,098 13,409,338

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 26.82 △16.65 46.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.4 27.1 27.8

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.70 23.41

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第53期第３四半期連結累計期間及び第53期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第54期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業の設備投資需要は底堅く雇用環境も改善傾向が続くな

ど、緩やかながらも景気回復基調で推移しているものの、中国経済並びに新興国経済の減速や英国のＥＵ離脱によ

る影響に加え、米国大統領の交代による世界経済への影響が見通せず、国内景気の先行き感は不透明な状況にて推

移しております。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、国土強靭化計画を根底とする防災・減災対策の充実や老朽化

対策の計画的な推進を骨子とする公共事業投資予算が前年並みに決定されたなか、激甚災害に指定された平成28年

熊本地震により被災した熊本県では、復旧・復興に向けてのあらゆる動きが最優先され、工事発注も活発化してい

くものと予測しております。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、公共事業投資の需要が期待される地域への重点的な営業

活動の推進や、技術者不足・工期短縮に対応できるコンクリート構造物のプレキャスト化の推進などを骨子とした

５ヶ年に亘る「新中期経営計画」に基づき、販売力の強化とシェアの拡大に努めるとともに、東北地区の復興事業

においてもコンクリート二次製品の供給責任を果たすべく継続的に取り組んでおります。また、平成28年熊本地震

による被災地域への復旧・復興に向けた今後の動向に注視し、故郷熊本の復興に向けて当社グループの総力を結集

させ全力で取り組んでまいります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は98億４千９百万円（前年同期比6.2％

減）となり、また、破産手続きを開始した取引先の債権に対する貸倒引当金を２億７千７百万円計上したこともあ

り、営業利益は４千４百万円（前年同期比88.3％減）、経常利益は３千６百万円（前年同期比89.2％減）となりま

した。また、親会社株主に帰属する四半期純損益は、平成28年熊本地震による損失額を特別損失に計上したことも

あり、１億６千３百万円の損失（前年同四半期は２億５千万円の利益）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業

　当第３四半期連結累計期間における土木業界につきましては、公共事業投資予算は前年並みに決定されたもの

の、九州地区におきましては、平成28年熊本地震の影響を受け、前期より繰り越した継続工事が停滞するなど、工

事の進捗状況において地域的な格差を生む結果となりました。また、被災した熊本県では災害復旧工事を主体とす

る多額の補正予算が決定されたものの、工事入札において人手不足などによる不調・不落が散見される状況が続い

ております。他方、東北地区におきましては、国が定めた集中復興期間を終え、予算規模が縮小されてスタートし

た新たな５年間の復興・創生期間を迎えたものの、工事発注状況は前年並みにて推移しております。

　このような状況の中、九州地区におきましては、工事発注状況に即した営業活動に努めるとともに、加速度的に

動きを増す平成28年熊本地震による被災地域の復旧・復興工事への対応に注力していた中、破産手続きを開始した

取引先の債権に対する貸倒引当金の計上を余儀なくされました。他方、東北地区におきましては、完成を急ぐ復興

道路工事や護岸工事に向けた営業活動を継続し、新たな国の方針に沿ったコンクリート二次製品の提案に努めてお

ります。

　この結果、売上高は69億９千２百万円（前年同期比7.1％減）、営業利益は１億６千４百万円（前年同期比

60.9％減）となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期（第３四半

期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四

半期連結会計期間の売上高は、他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。
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②建築用セメント製品事業

　当第３四半期連結累計期間における建築業界につきましては、国内景気の緩やかな回復基調や住宅取得に伴う政

府の優遇制度の実施により、住宅着工やマンション販売は堅調に推移し、技術者不足や工期短縮に対応できるコン

クリート構造物のプレキャスト化の利点を有する建築用コンクリート二次製品の需要も継続的に伸長しておりま

す。

　このような状況の中、マンションやＵＲ都市機構の賃貸住宅を中心としたゼネコンへの営業活動に注力するとと

もに、2020年に開催が予定されている東京オリンピックの関連施設に向けた動きを視野に入れた営業活動にも努め

ておりますが、関東地区におきましては、埼玉工場の自動ライン設備のメンテナンス時期を迎え、これによる製造

の一時休止により、損益面で影響を受けることとなりました。

　この結果、売上高は24億７千４百万円（前年同期比7.2％減）、営業利益は３億４千９百万円（前年同期比

15.9％減）となりました。

③その他の事業

　不動産関連事業におきましては、「総合住宅展示場　光の森とーくらんど」と「総合住宅展示場　ＫＡＢ住まい

るパーク」の２棟のモデルハウスを集客拠点とし、一昨年、自社ブランド「さらりの家」のラインナップに加えた

ローコスト住宅や規格住宅をもって、幅広い顧客層に対する受注活動に注力しております。また、平成28年熊本地

震の影響により、個人住宅に関する修復、リフォーム、建替え等の要望並びに問い合わせが多く寄せられており、

個々の条件やご要望に応じた提案となるよう心掛けて対応しております。

　この結果、売上高は３億８千３百万円（前年同期比25.0％増）となり、営業損益は４千万円の損失（前年同四半

期は３千８百万円の損失）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は３千６百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化は

みられず、また、経営戦略の現状と見通しについても重要な変更はありません。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ４億１千８百万円減少の129億９千１百万円となりました。こ

れは主に、売上債権の回収などにより受取手形及び売掛金が11億４千７百万円減少したことによるものでありま

す。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ２億２千２百万円減少の94億６千４百万円となりました。これは

主に、支払手形の決済や仕入債務の支払いなどにより支払手形及び買掛金が２億２千１百万円減少したことによる

ものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ１億９千５百万円減少の35億２千６百万円となりました。これ

は主に、親会社株主に帰属する四半期純損失により利益剰余金が２億２千２百万円減少したことによるものであり

ます。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの今後の方針等について重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社ヤマックス(E01212)

四半期報告書

 4/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,200,000

計 37,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,580,000 11,580,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 11,580,000 11,580,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 11,580,000 － 1,752,040 － 142,286

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,741,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,834,000 9,834 －

単元未満株式 普通株式　　　5,000 － －

発行済株式総数 11,580,000 － －

総株主の議決権 － 9,834 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本県熊本市中央区水前
寺３丁目９番５号

1,741,000 － 1,741,000 15.03

計 － 1,741,000 － 1,741,000 15.03

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 325,472 363,847

受取手形及び売掛金 4,045,397 ※２ 2,897,955

商品及び製品 1,724,799 2,176,168

未成工事支出金 10,776 100,920

原材料及び貯蔵品 206,488 233,350

その他 245,946 206,047

貸倒引当金 △14,094 △10,177

流動資産合計 6,544,787 5,968,112

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,258,828 1,235,368

土地 3,584,467 3,669,611

その他（純額） 1,123,929 1,183,815

有形固定資産合計 5,967,225 6,088,795

無形固定資産 150,986 148,697

投資その他の資産   

その他 833,199 1,147,603

貸倒引当金 △86,860 △362,111

投資その他の資産合計 746,339 785,492

固定資産合計 6,864,551 7,022,986

資産合計 13,409,338 12,991,098

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,889,659 ※２ 3,667,916

短期借入金 2,772,608 2,900,582

未払法人税等 35,660 35,072

賞与引当金 122,559 61,689

役員賞与引当金 9,310 －

災害損失引当金 － 76,980

その他 661,473 ※２ 804,503

流動負債合計 7,491,270 7,546,744

固定負債   

長期借入金 1,524,155 1,254,036

役員退職慰労引当金 118,808 137,345

退職給付に係る負債 457,265 434,630

その他 95,319 91,666

固定負債合計 2,195,549 1,917,679

負債合計 9,686,819 9,464,423
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 708,558 708,558

利益剰余金 1,569,470 1,346,587

自己株式 △260,827 △260,827

株主資本合計 3,769,242 3,546,358

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 30,069 43,064

退職給付に係る調整累計額 △76,792 △62,748

その他の包括利益累計額合計 △46,723 △19,684

純資産合計 3,722,519 3,526,674

負債純資産合計 13,409,338 12,991,098
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 10,501,834 9,849,888

売上原価 8,196,082 7,625,819

売上総利益 2,305,752 2,224,069

販売費及び一般管理費 1,925,547 2,179,636

営業利益 380,204 44,432

営業外収益   

受取利息 887 338

受取配当金 5,522 5,349

受取賃貸料 25,868 26,657

貸倒引当金戻入額 4,109 －

受取保険金 － 7,318

その他 7,514 12,729

営業外収益合計 43,902 52,393

営業外費用   

支払利息 59,432 43,350

手形売却損 14,588 7,355

その他 10,186 9,464

営業外費用合計 84,207 60,170

経常利益 339,899 36,655

特別利益   

投資有価証券売却益 2,124 6,225

特別利益合計 2,124 6,225

特別損失   

災害による損失 － ※１ 164,778

補修関連損失負担金 48,889 －

特別損失合計 48,889 164,778

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
293,134 △121,898

法人税、住民税及び事業税 22,047 42,417

法人税等調整額 20,320 △465

法人税等合計 42,368 41,951

四半期純利益又は四半期純損失（△） 250,765 △163,850

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
250,765 △163,850
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 250,765 △163,850

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 657 12,995

退職給付に係る調整額 13,219 14,043

その他の包括利益合計 13,877 27,039

四半期包括利益 264,642 △136,811

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 264,642 △136,811
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動資産（その他）として繰り延べております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形割引高 1,408,064千円 1,061,414千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 40,014千円

支払手形 － 204,668

流動負債のその他
（設備関係支払手形）

－ 4,118

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　平成28年熊本地震災害による損失額を計上しており、その内訳はたな卸資産廃棄損、固定資産除却損、原

状回復費用、操業停止固定費等であります。

 

　２　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　当社グループでは、事業の性質上、主として下半期（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計

期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間の売上高は、

他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 294,242千円 292,346千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 44,777 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 59,033 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

7,528,460 2,666,680 10,195,141 306,693 10,501,834 － 10,501,834

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 3,653 3,653 27 3,681 △3,681 －

計 7,528,460 2,670,334 10,198,794 306,721 10,505,516 △3,681 10,501,834

セグメント利益
又は損失（△）

419,940 414,954 834,894 △38,490 796,403 △416,198 380,204

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産関連事業及び

サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△416,198千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

6,992,412 2,474,050 9,466,462 383,426 9,849,888 － 9,849,888

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

4 3,115 3,120 55 3,176 △3,176 －

計 6,992,416 2,477,166 9,469,583 383,481 9,853,065 △3,176 9,849,888

セグメント利益
又は損失（△）

164,028 349,147 513,175 △40,209 472,966 △428,533 44,432

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産関連事業及び

サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△428,533千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額（△）
26円82銭 △16円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）

250,765 △163,850

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失金額（△）（千円）

250,765 △163,850

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,348 9,838

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年２月９日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹之内　髙司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　　徹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤ

マックスの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年１

０月１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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